令和６年度 
償却資産（固定資産税）申告の手引き

◎ 提出期限・・・令和６年１月３１日（水）
◎ お問合わせ・申告書の提出先

	
	住所
	電話番号

	かほく市役所

総務部税務課 資産税係
	〒929-1195
かほく市宇野気ニ81番地
	（０７６）２８３－１１１４

	（提出のみ）

	かほく市七塚健康福祉ｾﾝﾀｰ内
七塚サービスセンター
	かほく市遠塚ロ52番地10
	

	かほく市高松産業文化ｾﾝﾀｰ内
高松サービスセンター
	かほく市高松ク42番地1
	


※資産の異動が多く、用紙が不足する場合は、かほく市のホームページより様式をダウンロードしてください。（税務課にも様式は備え付けております。）
　　※ｅＬＴＡＸ（電子申告）をご利用希望の方は事前に準備及び手続きが必要です。詳しくはｅＬＴＡＸのホームページ（http://www.eltax.jp/）にてご確認ください。
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１．申告をしていただく方
令和６年１月１日現在、かほく市内において事業（製造業、販売業、建設業、サービス業など全ての事業）の用に供することができる償却資産を所有している方、または他の事業者に事業用として貸付けしている方　
２．申告していただく書類および記載事項
	申告していただく方
	記載事項
	提出書類

	①初めて申告される方

	ア．償却資産がある場合
	申告書の〔19 申告内容〕欄の『3.新規申告』に○を付け、種類別明細書に所有資産全部について記入してください。
	*償却資産申告書
*種類別明細書

	イ．償却資産がない場合
	申告書の〔19 申告内容〕欄の『3.新規申告』に○を付け、18備考欄に「対象資産なし」とその理由を記入してください。
	*償却資産申告書

	②前年度申告されている方

	ア．前年中と資産内容が同じ場合
	申告書の〔19.申告内容〕欄の『1.前年と変わりなし』に○を付けて下さい。
資産に変更がなくても、種類別明細書を添付してください。
	*償却資産申告書
*種類別明細書

	イ．前年中に資産の増加・減少がある場合
	申告書の〔19 申告内容〕欄の『2.資産に異動あり』に○を付け、資産の増減は同封の償却資産明細一覧表に直接書き込んで下さい。（増加分は空欄に追加記入し、減少分については、二重線で抹消して下さい。）
	*償却資産申告書
*種類別明細書

	③自己電算システムによる申告をされる場合
	必要事項をご記入ください。また、資産の増加・減少が分かる書類も添付してください。
	*償却資産申告書
*種類別明細書
*資産の増加・減少が分かる書類

	④廃業または事業所の市外移転をされた場合
	申告書の〔19 申告内容〕欄の『4.廃業、移転、解散』に○を付け、備考欄にその日付を記入してください（資産の移転の場合は移転先の事業所等の名称も備考欄に記入してください。)
	*償却資産申告書


（1）申告書等の書き方については記入例を参照してください。
（2）前年中に資産の増減がなかった場合でも、｢償却資産申告書｣に所定の事項を記載していただくほか、申告方法欄の「１．前年と変更なし」に○印をつけ、必ず提出してくださるようお願いします。また、商号変更、事業所の転移等についてもその旨を記載のうえ、ご提出ください。
（3）申告書を郵送により提出される方で控えの返送を希望される場合は必ず返信用封筒に切手を貼って同封してくださるようお願いします。
（4）以下の場合には、承認通知書や届出書等を添付してください。
〇耐用年数の短縮を行っている場合
〇増加償却、または陳腐化資産の一時償却を行った資産のある場合
〇課税標準の特例を受ける資産がある場合
（5）令和６年１月１日に最も近い、法人税申告様式の償却額の計算に関する明細書(別表１６(２))又は減価償却費明細書のいずれかの写しを提出してください。

３．償却資産とは
固定資産税が課税される償却資産とは、事業の用に供することができる、土地及び家屋以外の資産で、法人税法又は所得税法の規定によって、その減価償却額又は減価償却費が損金又は必要な経費に算入される有形固定資産です。
〔申告が必要な資産〕
① 家屋に施した建築設備・造作等のうち、償却資産として取り扱うもの（４ページをご参照ください。なお、該当する資産は構築物として申告してください。）
② 使用可能な期間が１年未満又は取得価額が２０万円未満の償却資産であっても個別償却をしている資産
③ 租税特別措置法の規定を適用し、即時償却等をしている資産
（中小企業者の３０万円未満の減価償却資産の損金参入の特例を適用した資産）
④ 耐用年数を経過し、法定の減価償却を終え、残存価額のみ計上されている資産
⑤ 建設仮勘定で経理されている資産、簿外資産および償却済資産であっても、その一部又は全部が１月１日現在事業の用に供することができる資産
⑥ 遊休又は未稼動資産であっても、１月１日現在事業の用に供することができる資産
⑦ 割賦購入資産などで代金を完済しないものであっても、事業の用に供している資産
⑧ 資産の所有者が他の事業を行う者に貸し付けている事業用資産
（リース資産のうち、実質的に「所有権留保付割賦販売」と考えられるものは買主（賃借人）が申告してください。）
⑨ 赤字決算のため、減価償却を行っていなくても、本来償却が可能な資産
⑩ 改良費のうち資本的支出として資産計上している資産（本体部と区分し、耐用年数は本体と同じ）

資産の価値を高めるための費用は、本体とは別に申告してください。
⑪ 特定情報通信機器の即時償却制度（パソコン税制）を適用し、即時償却した１００万円未満のパソコン等（平成１３年３月３１日までに取得したもの）
⑫ 福利厚生の用に供する資産
〔申告の対象とならない資産〕
・自動車税又は軽自動車税の課税対象となる資産
・無形固定資産（電話加入権、特許権、実用新案権、ソフトウェア等）
・繰延資産
・馬、果樹、その他の生物（観賞用、興行用生物は除く）
・書画、骨董品などの非償却資産など
・平成１０年４月１日以降開始の事業年度に取得し、耐用年数が１年未満又は取得価格が１０万円未満で税務会計上固定資産として計上しないもの（一時に損金算入しているもの又は必要経費としているもの）、取得価格が２０万円未満で税務会計上３年間にわたって一括償却しているもの

４．償却資産の種類
	資産の種類
	内 容

	１ 構築物
	構築物
	受・変電設備、予備電源設備、舗装路面、庭園、門・塀・緑化施設等の外構工事、看板（広告塔等）等

	
	建物附属
設備
	建築設備、内装・内部造作等
（「５． 建築設備における家屋と償却資産の区分」をご参照ください。）

	２ 機械および装置
	各種製造設備等の機械及び装置、建設機械等
（注1）小型特殊自動車の中でも次に掲げる要件を１つでも満たす場合は、軽自動車の対象とならず償却資産に該当します。
(1)乗用装置を有しないもの
(2)国土交通大臣の型式認定を受けていないもの（田植え機等）

	３ 船 舶
	漁船、ボート、貨物船等

	４ 航空機
	飛行機、ヘリコプター、グライダー等

	５ 車両および運搬具
	大型特殊自動車（分類記号が「0・00～09」「000～099・9・90～99・900～999」の車両）、各種運搬車
（注1）大型特殊自動車と小型特殊自動車（軽自動車の課税客体）の区別は次に掲げる要件を１つでも満たす場合は、大型特殊自動車となり、償却資産の対象に該当します。
1 農耕作業自動車
最高速度35km/h以上のもの
2 農耕作業用自動車以外のもの
(1) 最高速度15km/hを超えるもの
(2) 自動車の長さが４.７メートルを超えるもの
(3) 自動車の幅が１.７メートルを超えるもの
(4) 自動車の高さが２.８メートルを超えるもの

	６ 工具・器具および備品
	看板（ネオンサイン）、金型、測定工具、切削工具、机、椅子、金庫、事務機器陳列棚、自動販売機、エアコン、医療用機器等


５．建築設備における家屋と償却資産の区分
建築設備とは､電気設備、給排水設備、衛生設備、空調設備、運搬設備などの家屋と一体とな
って家屋の効用を高める設備をいいます。
固定資産税における取り扱いでは、家屋と償却資産を区分して評価しています。
家屋の所有者と異なる者（賃借人）が貸ビル、貸店舗等に施工した内装・造作及び建築設備等
については、償却資産として取り扱います。
家屋と設備の所有者が同一の場合に、以下のものは償却資産として評価します。
◎独立した機器としての性格の強いもの（例：受・変電設備）
◎特定の生産又は業務の用に供されるもの（例：工場の動力源である電気設備）
◎単に異動を防止する程度に家屋に取り付けられたもの（例：ルームエアコン）

	設 備 等 の 内 容
	家屋と建築設備の所有関係

	
	同じ場合
	異なる場合

	
	家屋
	償却資産
	家屋
	償却資産

	①床、壁、天井仕上等
	○
	
	
	◎

	②工場等の動力源である電気設備
	
	◎
	
	◎

	③ビル等における受・変電設備、発電機設備、蓄電池設備
	
	◎
	
	◎

	④中央監視制御装置、電話交換機
	
	◎
	
	◎

	⑤電気設備（②、③、④に該当するものを除く。）
	○
	
	
	◎

	⑥ネオンサイン、スポットライト、投光器、水銀灯
	
	◎
	
	◎

	⑦屋外に設置された給水等、独立煙突、屋外供給本管
	
	◎
	
	◎

	⑧給排水、衛生及びガス設備
	○
	
	
	◎

	⑨冷房、暖房及び通風設備又はボイラー設備
	○
	
	
	◎

	⑩昇降機設備
	○
	
	
	◎

	⑪消火、排煙、火災報知設備
	○
	
	
	◎

	⑫エアーカーテン及びドア自動開閉設備
	○
	
	
	◎

	⑬金庫室の扉
	○
	
	
	◎

	⑭店舗造作、間仕切り（但し簡易なものは全て償却資産）
	○
	
	
	◎


家屋と設備の所有者が同じ場合は、下の表も参考にしてください。

	設備の種類
	償却資産とするもの
	家屋に含めるもの

	
	受・変電設備
	設備一式・配電盤
	－

	
	予備電源設備
	発電機設備、蓄電池設備
	－

	
	中央監視制御装置
	装置一式
	－

	
	電灯照明設備
	屋外照明設備
	屋内照明設備

	
	電力引き込み設備
	引き込み工事
	－

	
	動力配線設備
	特定の生産又は業務用設備
	左記以外の設備

	
	電話設備
	電話機、交換機等の機器
	－

	
	拡声装置
	ﾏｲｸﾛﾎﾝ、ｽﾋﾟｰｶｰ、ｱﾝﾌﾟ等の機器
	－

	
	インターホン設備
	インターホン機器
	－

	
	Ｉ Ｔ Ｖ 設備
	受像機（テレビ）、カメラ
	－

	
	電気時計設備
	時計、配電盤等の装置・器具類
	－

	
	火災報知設備
	屋外の装置
	－

	給排水設備
	特定の生産又は業務用設備、屋外設備、引き込み工事
	左記以外の設備

	給湯設備
	局所式給湯設備（湯沸し器等）
	中央式給湯設備

	ガス設備
	特定の生産又は業務用設備、屋外設備、引き込み工事
	左記以外の設備

	衛生設備
	－
	設備一式

	換気設備
	－
	設備一式

	避雷設備
	－
	設備一式

	空調設備
	ルームエアコン
	家屋と一体となっている設備

	消火設備
	消火器、避難器具、ホース及びノズル、ガスボンベ等
	消火栓設備、スプリンクラー設備等

	運搬設備
	工場用ベルトコンベア
	エレベーター、リフト、エスカレーター等

	厨房設備
	顧客の求めに応じるサービス設備、寮・病院等の厨房設備
	左記以外の設備

	洗濯設備
	顧客の求めに応じるサービス設備
	左記以外の設備

	その他の特殊な設備
	簡易間仕切、看板、広告塔、機械式駐車設備、ＬＡＮ設備、ごみ置場（簡易なもの）、ろ過装置等
	－


６．業種別の課税対象償却資産の例示〔参考〕

	業種
	主な課税対象償却資産の例示

	共通
	簡易間仕切り、パソコン、ＬＡＮ設備、コピー機、ルームエアコン、応接セット、キャビネット、レジスター、看板（広告塔、袖看板、案内板、ネオンサイン）、舗装路面、塀、駐車場設備等

	医（ 歯） 業
	医療機器（Ｘ線装置、手術機器、分娩台、歯科診療ユニット等）、その他

	印刷業
	各種製版機および印刷機、断裁機、その他

	飲食店業
	テーブル、椅子、厨房設備、冷凍冷蔵庫、カラオケ機器、その他

	ガソリン販売・
自動車整備業
	洗車機、ガソリン計量器、独立キャノピー、防壁、地下タンク、オートリフト、充電器、コンプレッサー、その他

	クリーニング業
	洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール包装設備、その他

	建設業
	ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト（軽自動車税の対象となっているものを除く）、大型特殊自動車、発電機、その他

	小売業
	陳列棚・陳列ケース（冷凍機又は冷蔵機付きのものも含む）、日よけ、自動販売機、その他

	娯楽業
	パチンコ台、パチスロ台、パチンコ器取付台（島工事）、ゲーム機、両替機、玉貸機、カラオケ機器、ボーリング場用設備、ゴルフ練習場設備、テニスコート、オートテニス設備、その他

	製造業
	金属製品製造設備、食品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、その他

	製パン・製菓業
	釜、オーブン、スライサー、あん練機、ミキサー、厨房設備、ビニール包装設備、その他

	駐車場業
	受・変電設備、発電機設備、蓄電気設備、機械式駐車場設備（ターンテーブルを含む）、駐車料金自動計算装置、舗装路面その他

	農業
	ビニールハウス、トラクター、田植え機、コンバイン、乾燥機、その他

	不動産貸付業
	受・変電設備、発電機設備、蓄電気設備、中央監視制御装置、門・塀・緑化施設・外灯等の外構工事、駐車場等の舗装および機械設備、電化製品(備え付けのエアコン・冷蔵庫・テレビ等)、屋外のガス・上下水道の埋設管、その他

	浴場業
	温水器、濾過機、ボイラー、オイルバーナー、釜、ポンプ、その他

	旅館、ホテル
	放送設備、洗濯設備、厨房設備、製氷機、その他

	理容・美容業
	理容・美容椅子、洗面設備、消毒殺菌機、サインポール、その他


７．課税標準額、免税点、税率など
・課税標準額…個々の資産の取得時期、取得価格及び耐用年数をもとに評価額を算出し、そのまま課税標準額（課税標準の特例の適用を受けるものは、軽減後の額）とします。
※ 算出方法は下記のとおり
・免　税　点…課税標準額の合計が１５０万円未満の場合は課税されません。
（ただし、１５０万円未満であっても申告は必要です。）
・税　　　率…１００分の１.４です。
・税　　　額…課税標準額×税率（１.４/１００）が税額になります。
・納　　　期…年税額を４回の納期（5月、7月、12月、翌年2月）に分けて納めていただくことになります。

８．非課税となる償却資産
地方税法第348条第2項、第4項、第5項、第6項、第8項、第9項および同法附則第14条第1項～第2項に規定する一定の要件を備えた償却資産は、固定資産税が非課税となります。該当する償却資産を所有されている方は、「非課税申告書」を市にご請求のうえ必要事項を記入し、添付資料（該当資産について参考になるもの）とともに提出してください。

９．評価額等の算出方法について
〔評価額の求め方〕
○ 初年度評価額 → 取得価額 × （１－減価率/２）
○ 次年度以降評価額 → 前年度評価額 × （１－減価率）
減価残存率表
	耐用年数
	減価率
	減価残存率
	耐用年数
	減価率
	減価残存率

	
	
	前年中取得
	前年前取得
	
	
	前年中取得
	前年前取得

	
	
	1-減価率/2
	1-減価率
	
	
	1-減価率/2
	1-減価率

	２
	0.684
	0.658
	0.316
	９
	0.226
	0.887
	0.774

	３
	0.536
	0.732
	0.464
	１０
	0.206
	0.897
	0.794

	４
	0.438
	0.781
	0.562
	１１
	0.189
	0.905
	0.811

	５
	0.369
	0.815
	0.631
	１２
	0.175
	0.912
	0.825

	６
	0.319
	0.840
	0.681
	１３
	0.162
	0.919
	0.838

	７
	0.280
	0.860
	0.720
	１４
	0.152
	0.924
	0.848

	８
	0.250
	0.875
	0.750
	１５
	0.142
	0.929
	0.858


10．耐用年数について
耐用年数は耐用年数省令別表第１、別表第２、別表第５及び別表第６に掲げる年数を適用し
ますが、例外として次の耐用年数も適用されます。
（ア）中古見積もり耐用年数……耐用年数省令第３条の規定により見積もった耐用年数
（イ）短縮耐用年数……耐用年数の短縮について国税局長の承認を受けた時の耐用年数
主な償却資産の耐用年数表
◎構築物（別表１）
	種類
	細目
	耐用年数
	
	種類
	細目
	耐用年数

	広告用
	金属造のもの
	２０
	
	簡易建物
	７

	
	その他のもの
	１０
	
	打込み井戸
	１０

	緑化施設
及び
庭 園
	工場緑化施設
	７
	
	

	
	その他の緑化施設及び庭園（工場緑化施設に含まれるものを除く。）
	２０
	
	◎建築附属設備等（別表１）

	
	
	
	
	電気設備
	蓄電池電源設備
	６

	
	
	
	
	
	その他のもの
	１５

	舗装道路
及び
舗装路面
	ｺﾝｸﾘｰﾄ敷、ブロック敷、れんが敷、石敷
	１５

	
	給排水・衛生・ガス設備
	１５

	
	
	
	
	ｱｰｹｰﾄﾞ
	主として金属製のもの
	１５

	
	ｱｽﾌｧﾙﾄ敷、木れんが敷
	１０
	
	
	その他のもの
	８

	
	ﾋﾞﾁｭｰﾏﾙｽ敷
	３
	
	店用簡易設備・簡易間仕切
	３

	塀
	ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造
	１５
	
	
	

	
	金属造
	１０
	
	◎車両および運搬具（別表１）
	

	
	
	
	
	フォークリフト
	４


◎工具・器具および備品（別表１）
	種類
	細目
	耐用年数
	
	種類
	細目
	耐用年数

	工具
	測定工具、検査工具
	５
	
	家具、電気機器、ガス機器、及び家庭用品
	ﾗｼﾞｵ、ﾃﾚﾋﾞ、ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ、その他音響機器
	５



	
	治具、取付工具
	３
	
	
	
	

	
	金型
	２
	
	
	冷房用又は暖房用機器
	６

	
	切削工具
	２
	
	
	冷蔵庫、洗濯機、その他の電気又はガス機器
	６

	家具、電気機器、ガス機器、及び家庭用品
	事務机、椅子、ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ
主として金属製のもの
その他のもの
	１５

８
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	室内装飾品
主として金属製のもの
その他のもの
	１５

８

	
	応接セット
接客業用のもの
その他のもの
	５

８
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	食事又は厨房用品陶磁器製又はガラス製のもの
その他のもの
	２

５

	
	じゅうたん
	３
	
	
	
	

	
	陳列だな、陳列ケース
冷凍機又は冷蔵機付のもの
その他のもの
	６

８
	
	
	
	

	
	
	
	
	娯楽又はスポーツ器具
	球戯用具
	２

	事務機器及び通信機器
	電子計算機

ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ（ｻｰﾊﾞｰ用のものを除く）

その他のもの
	４

５
	
	看板及び

広告器具
	看板、ﾈｵﾝｻｲﾝ及び気球
	３

	
	
	
	
	
	その他のもの主として金属製のもの
　その他のもの
	１０

５

	
	複写機、ﾀｲﾑﾚｺｰﾀﾞｰ、その他これらに類するもの
	５


	
	容器及び

金庫
	金庫

　手さげ金庫

　その他のもの
	５

２０

	
	ﾃﾚﾀｲﾌﾟﾗｲﾀｰ及びﾌｧｸｼﾐﾘ
	５
	
	理容又は美容機器
	５

	
	電話設備その他の通信機器
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ構内交換設備及びﾃﾞｼﾞﾀﾙﾎﾝ電話設備

その他のもの
	６

１０
	
	医療機器
	ﾚﾝﾄｹﾞﾝその他電子装置を使用する機器

　移動式のもの、救急医療用のもの及び自動血液分析器

　その他のもの
	４

６

	
	
	
	
	
	歯科診療用のユニット
	７

	
	
	
	
	その他
	映画ﾌｨﾙﾑ（ｽﾗｲﾄﾞを含む）、磁気ﾃｰﾌﾟ、ﾚｺｰﾄﾞ

自動販売機
	２

５


◎機械及び装置（別表２）
	設備の種類
	耐用年数
	
	設備の種類
	耐用年数

	食料品製造業用設備
	１０
	
	金属製品製造業用設備

　その他の設備
	１０

	繊維工業用設備

　その他の設備
	７
	
	
	

	
	
	
	農業用設備
	７

	木材又は木製品（家具を除く）製造業用設備
	８
	
	林業用設備
	５

	
	
	
	運輸に附帯するサービス業用設備
	１０

	印刷業又は印刷関連業容設備

　デジタル印刷システム設備

　製本業用設備
	４

７
	
	飲食店用設備
	８

	
	
	
	洗濯業、理容業、美容業又は浴場業用設備
	１３

	
	
	
	自動車整備業用設備
	１５

	窯業又は土石製品製造業用設備
	９
	
	
	


※平成２０年度税制改正により、法定耐用年数表が大きく変更され、機械および装置の資産区分が３９０区分から５５区分になりました。ただし、資産の取得時に遡って再計算するものではありませんので申告の際にはご注意ください。
（計算例）

平成１８年度　取得価格1,000,000円　旧耐用年数　９年　新耐用年数　７年　の場合

	年度
	取得価格

前年度評価額
	減価

残存率
	評価額
	年度
	取得価格

前年度評価額
	減価

残存率
	評価額

	19
	1,000,000
	0.887
	887,000
	22
	494,307
	0.720
	355,901

	20
	887,000
	0.774
	686,538
	23
	355,901
	0.720
	256,248

	21
	686,538
	0.720
	494,307
	24
	256,248
	0.720
	184,498


※平成１３年度税制改正において耐用年数省令が見直され、パーソナルコンピューター（サーバー用のものを除く）の耐用年数は４年、その他のものは５年に短縮されました。
※LAN設備の耐用年数について、平成１３年４月１日以降に開始する事業年度で、新たに取得したLAN設備を構成する資産は、原則、個別に償却することになっています。

　LAN設備を構成する個々の資産の耐用年数はおおむね以下の通りです。

	個々の資産
	種類
	細目
	耐用
年数

	サーバー
	器具及び備品
	事務機器及び通信機器、電子計算機
	５

	ハブ、ルーター、リピーター、LANボード
	器具及び備品
	事務機器及び通信機器、電話設備その他の事務機器、その他のもの
	１０

	端末機
	器具及び備品
	事務機器及び通信機器、電子計算機
	４

	プリンター
	器具及び備品
	事務機器及び通信機器、その他の事務機器
	５

	ツイストベアケーブル、同軸ケーブル
	構築物
	前掲のもの以外のもの及び前掲の区分によらないもの、主として金属製のもの
	１８

	光ケーブル
	構築物
	前掲のもの以外のもの及び前掲の区分によらないもの、その他のもの
	１０


11．国税との主な違い
	項目
	固定資産税
	国税（法人税法・所得税法）

	償却計算の基準日
	賦課期日（１月１日）
	事業年度（決算期）

	減価償却の方法
	定率法
	平成１９年３月以前の取得分は定率法と定額法との選択。平成１９年４月以降の取得分は新定率法と新定額法との選択。

	前年中の新規取得資産
	半年償却（１／２）
	月割償却

	圧縮記帳の制度
	適用なし
	適用あり

	耐用年数の短縮承認
	適用あり
	適用あり

	陳腐化償却・増加償却
	適用あり
	適用あり

	割増償却・特別償却

（租税特別措置法）
	適用なし
	適用あり

	評価額の最低限度
	取得価額の１００分の５
	１円（備忘価額）

	改良費の評価方法
	区分評価
	合算評価

	中小企業の小額減価償却

資産の損金参入の特例

（租税特別措置法）
	金額にかかわらず

適用なし
	適用あり


（注１）圧縮記帳は認められていませんので、国庫補助金等の圧縮額がある場合は圧縮前の取得価額を記入してください。
（注２）増加償却の適用を行っている資産を所有されている場合は、税務署長への「増加償却の届出書」の写しを申告書に添付してください。
12．課税標準の特例
　地方税法第３４９条の３、同法附則第１５条に定める一定の要件を備えた資産については、課税標準の特例が適用され、固定資産税が軽減されます。該当資産をお持ちの方は、「種類別明細書（増加資産・全資産用）」の摘要欄に適用条項を記入し、特例適用申告書と該当資産であることを証明する添付書類と共に申告してください。
《特例対象資産》

主な特例資産は次のとおりです。（抜粋）
	対象資産
	適用条項
	適用期間
	特例率
	添付書類

	中小企業者等が取得した先端設備等に該当する設備等
	地方税法附則
第64条
	最初の
３年度分
	0
	・先端設備導入計画に係る認定書（写し）
・先端設備導入計画に係る認定申請書（写し）
・工業会等による生産性向上要件証明書（写し）


※上記以外にも特例に該当する資産は地方税法第３４９条の３と同法附則第１５条等に規定されています。
13．実地調査のお願い 

　申告書受理後、地方税法第３５３条及び第４０８条に基づき、実地調査を行うことがありますので、その際にはご協力をお願いします。

14．不申告または虚偽の申告 

　正当な理由がなく申告されない場合は過料を科せられる（地方税法第３８６条、かほく市税条例第７５条）ほか、申告をしないことにより固定資産税の一部を免れた者は罰金を科せられること（同法第３５８条）があり、後日不足税額に加えて延滞金を徴収されること（同法第３６８条）があります。

　また、虚偽の申告をされますと罰金を科せられること（地方税法第３８５条）があります。

15.申告書未提出の事業者に対する催告について

　所有されている全資産の課税標準額が免税点以上（１５０万円以上）に該当し、償却資産申告書を期限内に提出されていない事業者の方につきましては、催告を行う場合がありますので、ご了承ください。

16.個人事業主の事業者の申告にかかる必要資料について
　個人事業主の事業者は本人確認資料が必要です。個人番号カードをお持ちの方は、個人番号カードの表裏面それぞれの写しを、お持ちでない方は個人番号通知カードの写しと、運転免許証の写しをご提出下さい。

　代理の方が申告書を提出される場合は上記資料と併せて、個人番号カードの写し又は税理士証票の写し及び委任状をご提出ください。
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